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コーポレート・ガバナンス

　また、取締役会および監査役会においては、重要な業務執行

の決定や監督および監査を行っています。取締役会は 7名によ

り構成し、うち1 名を独立性の高い社外取締役とすることでガ

バナンスの一層の強化を図っています。監査役会は監査役 4 名

により構成し、うち 2 名を社外監査役とすることで経営の監視

を客観的に行っています。さらに、経営の透明性を高めるために

公正かつタイムリーな開示を実施しています。

　1999 年 6 月、執行役員制を採用し、各事業の管理執行責任

を明確にしました。また、2003 年 6 月から取締役・執行役員

の任期を 2 年から1 年に短縮し、2004 年 6 月には取締役会

の決議に基づき、役員候補者の選定を行う役員指名会議と、同

じく役員の報酬、業績考課などの決定を行う役員報酬会議を設

置しています。
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　内部統制は、企業目的を達成するために欠かせない仕組みで

あり、経営者には内部統制を構築するとともに、その有効性と効

率性を維持する責任があります。具体的には、各事業の横串機能

を担う経営企画部を中心とした共通部門が各部門、カンパニーな

どと密接に連携して、リスク管理の強化を図っています。

　また、監査部が各部門およびグループ各社の業務遂行につい

て計画的に監査を実施しています。さらに、当社では、内部統制

グループ全体での内部統制システムを強化

内部統制システム構築

システムの整備に資するため、リスク管理のもっとも基礎的な部

分に位置づけられるコンプライアンスの体制・組織を整え、運用

しています。また、2007 年 2 月15 日に金融庁企業会計審議会

から公表された「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基

準」に対応し、①業務の有効性・効率性、②財務報告の信頼性、

③事業活動にかかわる法令等の順守および④資産の保全を図る

ため、グループ全体での内部統制システムの整備を継続的に強化

しています。
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リスクマネジメント

　企業の事業活動に何らかの負（マイナス）の影響を与える不確

定要素のことをリスクと捉えますが、このリスクにはさまざまな領

域のものがあります。その中でも、とりわけ経営に重大な影響を

及ぼすもので、かつ通常の意思決定ルートでは対処困難なほど「緊

急性」を求められるものが「クライシスリスク」です。

　当社では、このクライシスリスクをさらに自然災害、事故、内

部人的要因、外部人的要因、社会的要因（国内・海外）、コンプ

ライアンスリスクに分類し、各々の緊急事態発生時に対応したマ

ニュアルを作成しています。そして、このマニュアルをもとに、リ

スク発生認知後の情報の伝達経路や対策本部の設置など、最適

な方法による対応を図っています。

　さまざまな緊急事態の発生時にも、お客さまへのサービスの

低下やマーケットシェアの縮小、企業価値の喪失を最小限に抑え

ることを目的に、当社の事業継続や早期復旧を的確かつ迅速に

行うための BCP を策定しています。緊急事態の発生により、当

社の事業リソース（人的・物的・金的）が損傷を受けた場合には、

残存する能力を最大限に活用して、優先される事業の中断をミニ

マムレベルにとどめ、発生前の操業状態への早急な復旧を図りま

す。なお、緊急事態対応の基本方針を次のように定めます。

❶ 生命・身体の安全を最優先とする。

❷ ステークホルダー（利害関係者）の利益の喪失、および会社の

価値の喪失を最小限とする。

❸ 緊急事態においても、常に誠実、公正、透明を基本とする。

以上 3 つの基本方針を根底に、各事業単位で BCP を策定し、

事業継続の推進に取り組んでいます。

リスクを分類し適切に管理

各事業所単位でのBCP※1を策定

当社の緊急事態対応基本マニュアルと危機管理（防災）ガイドライン

東日本大震災を受けてのリスク見直し
東日本大震災を契機として主に初動対応に関して、BCP 整備
改定を進めています。併せてインフラ対応として、非常用発電
機の設置や、震災時の速やかな避難につなげるための避難誘
導放送と連動した感震計を各事業所に完備しました。
一方、調達リスク、生産リスク、物流リスク等事業復旧にかか
わる行動計画や地震リスクのヘッジ方法に関しては、現在リス
クの洗い出しなど、さまざまな検討を進めております。

※1　BCP：Business Continuity Plan（事業継続計画）




